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iAbstract
Limited local government management resources have prompted
neighboring areas to collaborate. Consequently, portal sites are
required that disseminate cross-boundary local information without
using a local government framework. Thus, a portal site was devel-
oped that provides cross-boundary content and promotes cooperation
between local governments.
Chapter 1 discusses current local portal sites, problems in local gov-
ernment cooperation, and the growing need for portal sites. Chapter
2 highlights public institutions that promote local industry and intro-
duces a portal site designed for them. This chapter explains current
sites ’problems with maintainability, search accuracy, and quickness,
and how improving these areas supports local government cooperation.
Chapter 3 discusses portal site development based on information
ltering, the focus of this thesis. Strategies are introduced to improve
maintainability via a web crawler, search accuracy via URL ltering,
and quickness via an RSS parser. The web crawler monitors web-
sites that publish local information, automatically updates the portal
site, and has an internal information ltering function that selects the
ii Abstract
desired web pages from a website URL. The RSS parser parses feeds
from websites, publishes the newest information on the portal site, and
triggers the web crawler.
Chapter 4 discusses implementation and assessment testing of the
portal site for public institutions that promote local industry, and
demonstrates the site’s superior maintainability, search accuracy, and
quickness. Chapter 5 considers expansion and search accuracy im-
provement for the portal site. Pattern matching from a term list incor-
porated into the web crawler is proposed for ensuring search accuracy,
maintainability, and quickness after portal site expansion. Chapter 6
discusses implementation and assessment testing of a portal site for
the tourism industry and shows that it also improves availability for
foreign tourists.
Chapter 7 discusses how the portal site promotes cooperation in in-
dustry and tourism between local governments and identies directions
for future research.
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概要
本論文は，保守性，検索精度，迅速性，可用性に優れたポータルサイト
の開発に関する論文である．
近年，地方自治体の経営資源の制約から，公共サービスを含む様々な分
野のサービスを，近隣の地域間で分担補完するための連携が進められてい
る．ゆえに，地域の情報を発信するポータルサイトにおいても，自治体の
枠にとらわれない横断的なコンテンツを提供すべきである．しかしなが
ら，このようなポータルサイトは現状なく，その実現が急務である．そこ
で本論文では，横断的なコンテンツを提供するポータルサイトを開発し，
地方自治体間の連携の推進に寄与することを目的としたポータルサイトの
実現方法を提案する．
本論文は全 7章からなる．第 1章では，地域ポータルサイトの現状につ
いて，地方自治体間の連携の観点から言及する．地方自治体間の連携が社
会的に一般化しつつあるため，連携に対応した横断的なポータルサイトの
実現が急務であることを述べる．続いて第 2章では，地域のものづくりを
中心とした産業振興を担う公共機関に焦点を当て，そのポータルサイトを
紹介し，地域ポータルサイトの現状と課題を具体的に掘り下げる．既存の
ポータルサイトは，保守性，検索精度，迅速性の面で劣ることを述べると
ともに，それらを向上させることが，地方自治体間の連携の推進につなが
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ることを示す．
第 3章では，本論文の核である，情報フィルタリングを基盤としたポー
タルサイトの開発について述べる．ここでは，Web クローラによる保守
性の向上策，URLフィルタによる検索精度の向上策，RSSパーサによる
迅速性の向上策について述べる．開発したポータルサイトの特徴は，Web
クローラの内部に情報フィルタリング機能を有している点である．Web
クローラは，各地域情報が掲載されたWebサイトを巡回し，ポータルサ
イトの情報を自動で更新するプログラムである．この機能によって，掲載
情報の保守性を向上させる．また，このWebクローラ内部の情報フィル
タリング機能は，Webページの URLから必要なWebページのみを選別
する機能である．この機能によって，検索機能の精度を向上させる．RSS
パーサは，Webサイトが配信する RSSを解析し，それをポータルサイト
に反映させるプログラムである．この機能によって，新着情報のみを選別
した上でポータルサイト上に掲載するとともに，Web クローラの実行の
トリガーとすることで，情報発信の迅速性を向上させる．これらの機能を
組み合わせることで，保守性，検索精度，迅速性に優れた，地域横断的な
ポータルサイトを実現する．
第 4章から第 6章では，開発したポータルサイトの社会実装と評価実験
について述べる．まず第 4章では，地域の産業を対象とした社会実装と評
価実験について述べ，開発したポータルサイトが保守性，検索精度，迅速
性の面で優れていることを定量的に示す．次に第 5章では，第 4章で社会
実装を行ったポータルサイトの拡張と検索精度の向上策について述べる．
ポータルサイトの拡張にともなう検索精度の低下に対する対策として，単
語リストのパターンマッチングを提案する．この機能をWebクローラに
組み込むことで，拡張前と同等の保守性，検索精度，迅速性を維持したま
vま拡張できることを示す．さらに第 6章では，観光業を対象とした社会実
装と評価実験について述べ，開発したポータルサイトが保守性，検索精
度，迅速性の面で優れているとともに，外国人観光客にとっての可用性向
上に資することを示す．
最後に第 7章では，本論文で開発したポータルサイトによって，産業や
観光業における地方自治体間の連携の推進に寄与したことを述べるととも
に，今後の研究課題について言及する．
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1第 1章
序論
1.1 地域ポータルサイト
インターネットの普及により，様々な情報が，より速く，より多くの
人々に届くようになった．事業者や住民などの地域の構成員が，情報の受
発信者となり，オープンな情報交流を行うことが，地域の問題解決の一助
となっている．さらには，住民の生活の質の向上や，地域経済の活性化を
もたらし，活力ある地域社会の構築につながることが期待されている．そ
の具体策の 1つとして，地域の行政情報や農工商業の情報を集めたポータ
ルサイトの運営が，各地で行われている．このようなポータルサイトを地
域ポータルサイト [1]と呼ぶ．地域ポータルサイトという言葉は，狭義で
は公共情報を集約したものを指し，広義では公共情報に限らず地域情報を
集約したものを指す．広義での地域ポータルサイトは，特に官民連携地域
ポータルサイト [2]と呼ばれることもある．本論文では，地方自治体間の
連携に焦点を当てることから，狭義の意味で地域ポータルサイトという言
葉を用いる．
地域ポータルサイトの例として，つくば市 [3] や八王子市 [4, 5, 6] の
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ポータルサイトが挙げられる．つくば市の例では，様々なWebサイト上
で提供されているつくば市に関する情報を整理し，これらに容易にアクセ
スできる仕組みを提供している．主なコンテンツは，つくば市に関する情
報を発信しているWebサイトへのリンク集であり，公共機関，教育，福
祉，交通などに関する情報を発信しているWebサイトが主要なリンク先
である．つくば市は研究学園都市であるがゆえに，教育研究機関に関する
情報が特に充実している．
1.2 広域連携と横断型ポータルサイト
近年，地方自治体の経営資源の制約から，公共サービスを含む様々な分
野のサービスを，近隣の地域間で分担補完するための連携が進められてい
る．このような，地方自治体の枠を超えた連携を広域連携という．特に，
産業や観光業において，広域連携に基づいたサービスの供給が行われ，管
轄の地方自治体の枠にとらわれない利用が広まってきている．このような
変化を背景に，地域ポータルサイトも，地方自治体の枠にとらわれない横
断的なコンテンツを提供する必要がある．
しかしながら，広域連携に対応した地域ポータルサイトは，ほとんど実
現されていないのが現状である．つくば市や八王子市のポータルサイト
は，その地域のみを対象としており，広域連携に対応していないポータル
サイトの例である．広域連携が社会一般になりつつある現在，横のつなが
りを重視した横断型のポータルサイトの実現は急務である．
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図 1.1. 一般的な検索エンジンの構成
1.3 基礎となる研究事例
ここでは，広域連携に対応した横断型のポータルサイトの実現に有効な
研究事例を紹介する．
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1.3.1 検索エンジン
1980年代に出現したWorld Wide Web，いわゆるWWWは，1990年
代に爆発的に普及し，豊富な情報に容易にアクセスできるようになった．
同時に，膨大な情報の中から必要な情報を入手する手段として，検索エン
ジン [7, 8]が広く利用されるようになった．
検索エンジンは，利用者が必要としている情報が，どのWebページで
提供されているかを特定する作業を支援するシステムといえる．利用者が
所望する情報に関連する検索ワードを入力すると，その検索ワードを含む
Web ページ一覧を検索リストとして出力する．利用者は，検索リストを
見て適当なWebページを選択する．
一般的な検索エンジンの構成を図 1.1 に示す．検索エンジンは，Web
ページを高速に見つけ出すために，あらかじめWebサイトからページを
収集し，これを検索データベースに登録している．このページ収集を行う
プログラムを，クローラ，ロボット，スパイダーなどと呼ぶ．また，検索
データベースに登録する際には，インデクシングを行い，検索ワードがど
のページのどの位置にあるかを高速に検索できるようなデータ形式に変換
する．この検索データベースのことを検索インデックスと呼ぶ．検索エン
ジンは，検索ワードと検索インデックスを照合し，検索リストを出力する．
現在，多数の検索エンジンが，Web上で検索サービスを提供している．
複数の検索エンジンに検索ワードを送り，これらから得られる検索リスト
を統合して出力するメタ検索エンジンも存在する．
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1.3.2 情報フィルタリング
WWW の爆発的な普及により，膨大な情報にアクセスできるように
なった．必要な情報はほぼ全てといってよいほど，WWWのどこかには
存在している．だがその一方で，その膨大さのあまり，必要としている情
報を瞬時に見つけられないという状況を生み出している．このような状況
を，情報爆発あるいは情報洪水と呼ぶ．
このような状況を回避するための技術が，情報フィルタリング [9]であ
る．情報フィルタリングは，膨大な情報の中から，必要な情報のみを取り
出し，不要な情報を排除する技術である．情報フィルタリングでは，あら
かじめ選別したい情報の特徴をプロファイルに記述しておき，これを用い
て必要な情報のみを選別する．
情報フィルタリングの具体例としては，多数の電子メールから重要性の
高いものを選別する技術 [10] や，Webニュースから利用者の興味に合う
記事を推定する技術 [11]，インターネット上の有害サイトへのアクセス制
御を行う技術 [12, 13] などがある．検索も，膨大な情報の中から，検索
ワードに適合する情報のみを取り出す技術であり，一種の情報フィルタリ
ングといえる．
1.3.3 文書の自動分類
情報アクセスを支援する 1つの手段に，文書をその内容に応じて分類す
るというものがある．例えば，Web上には Yahooを代表とするポータル
サイトが数多く存在する．これらのポータルサイトでは，Web ページを
内容に応じて階層的に分類している．ただし，多くのポータルサイトは，
人手で分類を行っているため保守性に問題がある．
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ポータルサイトで扱うべき大規模な文書集合を分類するためには，コン
ピュータによる自動的な処理が不可欠である．そのための技術が，文書の
自動分類である．文書の自動分類は，大きく 2 つに分けられる．1 つは，
文書の内容に応じて，あらかじめ用意したカテゴリのいずれに属するかを
決定するものである．もう 1つは，類似した文書をグループ化することに
より，文書集合をいくつかのグループに分割するものである．
文書の自動分類は，2つの文書間の類似度，あるいは文書と文書カテゴ
リ間の類似度を計算することに帰着する．ゆえに，情報検索と類似の技術
によって実現することができ，情報検索との親和性が高い．文書の自動分
類の技術は，ベクトル空間モデルに基づく方法 [14, 15]，確率モデルに基
づく方法 [16, 17]，規則に基づく方法 [18]，機械学習に基づく方法 [19, 20]
などが提案されている．
1.3.4 情報抽出
膨大な情報の中から，あらかじめ指定した情報のみを効率的に取得する
技術を情報抽出 [21] という．検索により取得した情報の中から，特に決
まった情報のみを参照したい場合に情報抽出が役に立つ．
日本語文書を対象にした情報抽出としては，固有表現の前後に出現す
る単語情報をコーパスから学習して，固有表現を抽出する技術 [22]，電子
メールや電子ニュース記事のスケジュールやイベント情報を抽出する技
術 [23, 24, 25]，Webページから新製品の情報を抽出する技術 [26]などが
ある．
情報抽出においては，抽出した表現の同一性や多義性を認識すること
が，今後の研究課題といわれている．同一性の認識は，電気通信大学と電
通大のように，表記は異なるが同じ意味の言葉を同じものとして処理する
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技術である．多義性の認識は，表記は同じだが異なる意味の言葉を異なる
ものとして処理する技術である．
1.3.5 言語横断検索
Web上には様々な言語で記述されたWebページが存在する．知らない
言語で記述されたページを読解するのが難しいのは当然である．しかし
ながら，そのようなページを能動的に探すのは，それ以上に難しい．知り
たい情報を得るための検索ワードを全く思い付かず，自身の検索要求に有
用なページを，読解以前にそもそも入手できないといった状況も考えら
れる．
このような状況では，言語の違いを意識せず，母国語で自由に検索する
ことができれば便利である．これを実現する技術が，言語横断検索 [27]で
ある．言語横断検索では，検索対象となる文書とは異なる言語の検索ワー
ドを与えることができる．
言語横断検索を実現するための技術には，対訳辞書を用いる方法 [28]，
機械翻訳を用いる方法 [29]，多言語の意味空間に基づく方法 [30]，クエリ
拡張を用いる方法 [31]などが提案されている．
1.3.6 マルチメディア検索
計算機の高速化や記憶容量の大容量化にともない，情報のマルチメディ
ア化が進んでいる．Web上には，テキスト文書以外にも，画像や映像，音
声などのマルチメディア情報が存在する．マルチメディア情報を対象とし
た検索をマルチメディア検索という．
マルチメディア検索の最も単純な実現方法は，人手でキーワードを付与
する方法である．しかし，人手による方法では，作業量が多く，大規模な
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システムを構築するのは困難である．このような理由から，マルチメディ
ア情報そのものから得られる特徴量に基づいた検索手法が提案されてい
る．特徴量に基づいた検索手法は，画像の検索 [32, 33]や映像の検索 [34]，
音声の検索 [35]などに応用されている．
1.4 本論文の目的および手法
これまで，地域ポータルサイトの現状と課題について，地方自治体の広
域連携の観点から述べた．現在，地方自治体では，近隣自治体との広域連
携が進められており，ポータルサイトも地域の枠にとらわれない横断的な
情報を提供すべきである．ゆえに，広域連携に対応した分野横断的なポー
タルサイトの実現が急務である．そこで本論文では，地方自治体の広域
連携を推進することを主な目的としたポータルサイトの実現方法を提案
する．
提案サイトは，Web クローラと情報フィルタリングを基にして構成さ
れる．Web クローラは，各地域情報が掲載されたWeb サイトを巡回し，
ポータルサイトの情報を更新するプログラムである．また，このWebク
ローラは，内部にフィルタリング機能を有している．フィルタリング機
能は，Webページの URLと，出現する単語によって，必要なWebペー
ジのみを選別する機能である．この機能によって，特定の分野に特化し
た情報のみを集約した地域横断的なポータルサイトを実現する．本手法
は，Web クローラと情報フィルタリングが有効に働く場合であれば，地
域ポータルサイトに限らず，広く応用が期待できる．
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1.5 本論文の構成
第 1章では，地域ポータルサイトの現状について，地方自治体の広域連
携の観点から述べた．広域連携が社会的に一般化しつつあるため，広域連
携に対応した横断的なポータルサイトの実現が急務である．
以降，第 2章では，地域のものづくりを中心とした産業振興を担う公共
機関に焦点を当て，そのポータルサイトを紹介し，それらが保守性，検索
精度，迅速性の面で劣ることを課題として提起する．
第 3章では，本論文の核である，情報フィルタリングを基盤としたポー
タルサイトの開発について述べる．ここでは，Web クローラによる保守
性の向上策，URLフィルタによる検索精度の向上策，RSSパーサによる
迅速性の向上策について述べる．
第 4章から第 6章では，開発したポータルサイトの社会実装と評価実験
について述べる．まず第 4章では，地域の産業を対象とした社会実装と評
価実験について述べ，開発したポータルサイトが保守性，検索精度，迅速
性の面で優れていることを定量的に示す．次に第 5章では，第 4章で社会
実装を行ったポータルサイトの拡張と検索精度の向上策について述べる．
ポータルサイトの拡張にともなう検索精度の低下に対する対策として，単
語リストのパターンマッチングを提案する．この機能をWebクローラに
組み込むことで，拡張前と同等の保守性，検索精度，迅速性を維持したま
ま拡張できることを示す．さらに第 6章では，観光業を対象とした社会実
装と評価実験について述べ，開発したポータルサイトが保守性，検索精
度，迅速性の面で優れているとともに，外国人観光客にとっての可用性向
上に資することを示す．
最後に第 7章では，本論文で開発したポータルサイトによって，産業な
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らびに観光業における地方自治体間の連携の推進に寄与したことを述べる
とともに，今後の研究課題について言及する．
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第 2章
地域ポータルサイトの現状と課題
本章では，地域の産業振興を担う公設試験研究機関に焦点を当て，その
ポータルサイトを紹介し，現状の課題を抽出する．
2.1 公設試験研究機関とその変革
公設試験研究機関，いわゆる公設試は，地方自治体が設置する試験研究
機関であり，地域企業への技術指導を通して，その地域に資することを目
的とする．公設試の業務の一例として，地方独立行政法人東京都立産業技
術研究センターの業務方法書の抜粋を図 2.1に示す．図 2.1の第 3条に示
された業務を依頼試験と呼び，公設試の利用者から製品やその部品など
の試験品を受け，その特性の測定や分析を請け負い，結果を証明書として
発行する業務である．図 2.1 の第 7 条に示された業務を機器利用と呼び，
公設試の利用者に設備や施設を貸し付ける業務である．依頼試験と異な
り，顧客自身が設備を操作する．他に，産業技術に係る研究などの業務が
ある．
近年，地方自治体の経営資源の制約から，公設試の抜本的な組織改革の
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第二章 産業技術に係る試験，研究及び調査
（試験に関する業務）
第 3条 法人は，依頼に応じて，産業技術に係る試験（以下「依頼試
験」という）を実施することができる．
2 法人は依頼試験を実施するときは，適正な対価を徴収するものと
する．
（中略）
第四章 試験機器等の設備及び施設の提供
（試験機器等の設備及び施設の提供に関する業務）
第 7条 法人は，依頼に応じて試験機器等の設備及び施設を貸し付け
ることができる．
2 法人は，試験機器等の設備及び施設を貸し付ける場合には，適正
な対価を徴収することができる． 
図 2.1. 公設試の業務方法書の抜粋
必要性が権田ら [36]，若生ら [37]，佐脇 [38] によって指摘されている．地
方自治体から支出される科学技術関係諸費，すなわち理工系の高等教育機
関や医療機関などの運営費を含む予算は，年々増加している．ただし，公
設試に対する支出はほぼ横ばいであり，公設試運営の経費は相対的に減少
している．
その一方で，公設試が産業構造の変化にともなうニーズの変化や，地域
企業からの支援内容の多様化に対応していく必要性も，並河 [39] や福川
[40]によって指摘されている．1980年代までは，地域企業の多くは，近代
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産業構造の中でも下流工程を担う受注型企業であった．製品の納入先は，
その多くが系列会社や協力工場であったため，発注元から求められる基準
をクリアすることが第一であった．この頃の公設試は，地域企業の製品の
品質や性能を評価し，そしてそれを第三者として証明するという役割が
主であった．加えて，製品の品質向上へ向けた技術指導も公設試の役割で
あった．Shapira[41] によれば，公設試による技術指導は，先端的ではな
い一般的な技術課題の支援であったが，先端的ではなかったことが，地域
企業にとってむしろ好都合であったとされている．1980年代の公設試は，
地域における特色などはあまりなく，ほぼ横並びで事業を展開していた．
1990 年代になると，産業構造の変化にともない，地域企業のニーズも
変化してきた．多くの地域企業の経営は，取引先企業に依存していたが，
主要な取引先の海外シフトにともない，自立が求められる企業が増加し
た．この頃から地域企業は，自らの強みを認識し，技術獲得の機能をも内
在する研究開発型企業へとシフトし，より先端的で分野横断的な技術指導
を求めるようになった．
2000年代に入ると，分野横断的な技術指導の要求がさらに増してくる．
以下の 2つは，公設試に求められた分野横断的な技術指導の例である．
 X線 CT装置を利用して，ある製品の部品を三次元画像化し，元の
3D-CAD図面と比較しながら，加工の精度を評価したい．
 X線 CT装置を利用して，ある製品の部品を三次元画像化し，それ
をさらに流体解析システムに入力して，放熱性を評価したい．
どちらも，X線 CT装置による依頼試験業務であるが，X線 CT装置に精
通している職員のみでは対応できない．前者であれば，三次元モデリング
の知識や，機械加工の知識も必要である．後者であれば，流体解析の知識
14 第 2章 地域ポータルサイトの現状と課題
図 2.2. 今後の公設試のあるべき姿
が必要になる．また，この時期になると，異業種間のマッチングや，自社
生産ラインの可視化など，より技術経営的な支援も求められるようになっ
てきており，公設試単体では対応できない案件が増えてきた．
2.2 広域連携の必要性
これまで公設試では，地域社会と密接に結び付いてきたことと，地方自
治体の予算により運営されてきたことから，自治体の枠を超えた連携はな
されてこなかった．しかしながら，地方自治体の経営資源の制約がある中
で，先端的で分野横断的な技術指導を，公設試が単体で行うことは困難で
あることが分かってきた．公設試の職員は高々50名程度であり，必要な専
門性を有する職員が内部にいないことも多いためである．そのような経緯
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から，公設試が自治体の枠を越えて連携する広域連携が求められるように
なってきた．
中小企業庁 [42]は，今後の公設試のあるべき姿を発表している．この報
告では，公設試および利用者へのアンケートを通して，公設試が今後強化
すべき事業に関する集計が報告されている．これを筆者の解釈で図示した
ものを図 2.2に示す．この図から，今後強化すべき事業の第一が地域企業
に対する技術支援の拡充であり，第二が産学官連携や広域連携の推進であ
ることが分かる．全日本地域研究交流協会 [43]は，公設試の定員は 30名
から多くとも 50名強であり，今後も拡大が予想される産業全体を支援対
象にすることは困難であるという理由から，広域連携による技術支援分野
の分担補完の必要性を指摘している．また，大槻ら [44] や谷口 [45] によ
る公設試の技術相談に関する調査では，6割以上の公設試が技術分野の拡
大に苦慮しており，他の公設試への問合せを要する案件が増えていること
が明らかにされている．谷口は，これに対処する方法の 1つとして，外部
との連携による技術相談業務の拡充を挙げている．以上のように，公設試
経営における直近の課題として，広域連携が求められている．
公設試の広域連携のあり方には，各機関の組織は独立で維持しつつ案件
を相互に紹介するという入り口段階のものから，事実上 1つの組織として
人材や設備を共同運用するという踏み込んだものまで提案されている．図
2.3に代表的な広域連携のモデルを示す．利用者は，製品開発や評価など
において，技術的課題が生じた場合，まずは最寄りの公設試に相談する．
最寄りの公設試で対応できる案件であれば問題ないが，内容によっては最
寄りの公設試では対応できず，他の公設試に問い合わせるべき場合があ
る．その場合，最寄りの公設試の職員は問い合わせるべき公設試を特定し
なければならない．その際，各機関のWebサイトを 1つ 1つ順に参照す
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図 2.3. 公設試の広域連携のモデル
れば，問い合わせるべき公設試を特定できるが，このとき，もし，各機関
の情報を 1つに集約したポータルサイトがあれば，そのポータルサイトは
職員にとって有用である．各地の公設試は，このような広域連携の推進を
目的としたポータルサイトの開発を進めている．以降で，その具体例を紹
介する．
2.3 ポータルサイトの現状と課題
公設試の広域連携を推進するにあたり，各機関の情報を 1つに集約した
ポータルサイトの利用が有効である．各地の公設試は，このようなポー
タルサイトの開発を進めている．ここでは，その具体例を紹介し，現状の
ポータルサイトの課題を提示する．
なお，このようなポータルサイトは，公設試の職員だけでなく，公設試
の利用者にとっても有用である．本論文では，公設試の職員と利用者を合
わせたものを，ポータルサイトの利用者と定義する．
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図 2.4. 東北 6県公開設備・機器データベース
2.3.1 東北 6県公開設備・機器データベース
東北 6県公開設備・機器データベース [46]は，東北地域イノベーション
ネットワーク運営協議会が中心となり開発したポータルサイトであり，対
象機関は以下の 7機関である．
 地方独立行政法人青森県産業技術センター
 地方独立行政法人岩手県工業技術センター
 宮城県産業技術総合センター
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 秋田県産業技術センター
 秋田県総合食品研究センター
 山形県工業技術センター
 福島県ハイテクプラザ
図 2.4に，東北 6県公開設備・機器データベースのブラウザイメージを
示す．東北 6県公開設備・機器データベースは，対象機関の保有設備の情
報を集約し，機器保有都道府県，機器名称，機器概要，機器仕様などの詳
細な条件から目的の設備を検索できる．ポータルサイトの管理者によって
情報が更新されているため，人的な誤りを除けば情報の正確性が担保され
ている．
ただし，設備の導入や廃止の度に管理者による更新を要するため，保守
性や迅速性が低い．東北 6県公開設備・機器データベースは，産業技術総
合研究所の東北地域イノベーション創出共同体形成事業の一部として構築
されたものであるが，2009年 3月に事業が終了したのを最後に情報の更
新は行われていない．
2.3.2 うぉッち
うぉッち [47]は，東北経済産業局が中心となり開発したポータルサイト
あり，東北 6県公開設備・機器データベースに代わり運用されている．対
象機関は以下の 8機関である．東北 6県公開設備・機器データベースの対
象機関に加え，新潟県工業技術総合研究所も対象になっている．
 地方独立行政法人青森県産業技術センター
 地方独立行政法人岩手県工業技術センター
 宮城県産業技術総合センター
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図 2.5. うぉッち
 秋田県産業技術センター
 秋田県総合食品研究センター
 山形県工業技術センター
 福島県ハイテクプラザ
 新潟県工業技術総合研究所
図 2.5に，うぉッちのブラウザイメージを示す．うぉッちは，対象機関の
保有設備とセミナー情報を一括検索できる．うぉッちは，Googleカスタム
検索を利用し，各機関のサイトから Googlebot が収集した情報を元に検
索を行っている．東北 6県公開設備・機器データベースと違い，Googlebot
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図 2.6. 関西ラボねっと
を利用して更新を自動化することで，保守性を向上させている．
しかしながら，Googlebot が各機関の Web サイトを訪れるタイミン
グが不確定なため，迅速性に欠ける．Google Search Console のように，
Googlebotの訪問を促すツールは存在するものの，更新の都度ツールを使
用していたのでは保守性が高いとはいえない．すなわち，保守性と迅速性
のトレードオフになっている．
なお，検索精度については，Google Search Consoleの設定によるので
一概にいえない．
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2.3.3 関西ラボねっと
関西ラボねっと [48]は，関西広域連合が中心となり開発したポータルサ
イトであり，対象機関は以下の 11機関である．
 大阪市立工業研究所
 大阪府立産業技術総合研究所
 京都市産業技術研究所
 京都府織物・機械金属振興センター
 京都府中小企業技術センター
 滋賀県工業技術総合センター
 滋賀県東北部工業技術センター
 徳島県立工業技術センター
 鳥取県産業技術センター
 兵庫県立工業技術センター
 和歌山県工業技術センター
関西ラボねっとのブラウザイメージを図 2.6に示す．関西ラボねっとは，
対象機関の保有設備を一括検索できるポータルサイトである．うぉッちと
同様に Googleカスタム検索を利用しており，長所や短所も同様である．
2.3.4 中国地域公設研究機関の開放機器
中国地域公設研究機関の開放機器 [49] は，産業技術総合研究所が中心
となり開発したポータルサイトであり，対象機関は以下の 6機関である．
 鳥取県産業技術センター
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図 2.7. 中国地域公設研究機関の開放機器
 島根県産業技術センター
 岡山県工業技術センター
 広島県立総合技術研究所
 広島市工業技術センター
 山口県産業技術センター
中国地域公設研究機関の開放機器のブラウザイメージを図 2.7 に示す．
対象機関の保有設備を一括検索できるポータルサイトであり，Googleカ
スタム検索を利用している．
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図 2.8. 四国 4県連携新製品開発支援協議会
2.3.5 四国 4県連携新製品開発支援協議会
四国 4 県連携新製品開発支援協議会 [50] は，以下の 4 機関の連携体で
ある．
 徳島県立工業技術センター
 香川県産業技術センター
 愛媛県産業技術研究所
 高知県工業技術センター
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図 2.9. 九州・沖縄バーチャル公設試
四国 4県連携新製品開発支援協議会のWebサイトでは，対象機関の保
有設備を一括検索できる機能を提供しており，これがポータルサイトの役
目を果たしている．そのブラウザイメージを図 2.8に示す．検索機能の実
現方法は Googleカスタム検索である．
2.3.6 九州・沖縄バーチャル公設試
九州・沖縄バーチャル公設試 [51]は，熊本県産業技術センターが中心と
なり開発したポータルサイトであり，対象機関は以下の 10機関である．
 福岡県工業技術センター
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 佐賀県工業技術センター
 佐賀県窯業技術センター
 長崎県工業技術センター
 長崎県窯業技術センター
 熊本県産業技術センター
 大分県産業科学技術センター
 宮崎県工業技術センター
 鹿児島県工業技術センター
 沖縄県工業技術センター
図 2.9にそのブラウザイメージを示す．九州・沖縄バーチャル公設試は，
対象機関のWebサイトの情報を独自に収集し，検索できるようにしてい
る．その仕組みは，対象機関のWebページを定期的にダウンロードして
サーバ内に保存し，それを全文検索システム Namazu[52] を用いて検索
するというものである．うぉッちや関西ラボねっとと同様に更新が自動化
されており，なおかつ更新のタイミングを任意に設定できるという利点が
ある．
ただし，あくまでも横断検索するだけであり，利用者にとって不要な情
報が混在しやすい．たとえば，「光電子分光分析装置」を検索ワードとする
と，装置の仕様や利用者講習会といった利用者に有益な情報以外に，関連
機器の入札情報や導入年度の年報などが検索結果として得られるが，これ
らは職員や利用者にとっては不要な情報である．このことは，単に横断検
索するだけでは，充分な検索精度が得られないことを意味している．
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表 2.1. ポータルサイトの実現方法とその性質
実現方法 保守性 検索精度 迅速性
手動による情報更新 低い 高い 低い
全文検索システムの利用 高い 低い 高い
（Namazuなど）
検索サービスの利用 トレード ― トレード
（Googleカスタム検索など） オフ オフ
2.4 第 2章のまとめ
本章では，地域の産業振興を担う公設試のポータルサイトを紹介し，そ
の実現方法と性質について述べた．それをまとめたものを表 2.1 に示す．
ポータルサイトの運用において，保守性，検索精度，迅速性のいずれも高
いことが理想であるが，そのようなポータルサイトは現状では実現されて
いない．
次章では，保守性，検索精度，迅速性に優れるポータルサイトの開発に
ついて述べる．
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第 3章
Webクローラと RSSパーサによる
ポータルサイトの開発
前章では，地域の産業振興を担う公設試のポータルサイトを紹介し，そ
の実現方法と性質について述べた．ポータルサイトの運用において，保
守性，検索精度，迅速性のいずれも高いことが理想であるが，そのような
ポータルサイトは現状では実現されていなかった．
そこで，保守性，検索精度，迅速性に優れるポータルサイトを実現
するため，Web クローラと RSS パーサを基盤とするポータルサイト
[53, 54, 55, 56]を開発する．本章ではその構成と実装について説明する．
3.1 ポータルサイトの構成
提案するポータルサイトの全体構成を図 3.1に示す．提案サイトは，主
に次の要素からなる．
 検索エンジン
 新着お知らせ
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図 3.1. ポータルサイトの構成
 表示用 CGI
 その他のコンテンツ
検索エンジンは，Webサイト内の情報を一括検索する機能である．Web
クローラによってWebページを収集し，検索インデックスを生成するこ
とで更新の自動化を図っている．利用者は，この検索エンジンを利用する
ことで，複数のWebサイトを順に参照することなく，欲しい情報をワン
ストップで検索できる．
新着お知らせは，Web サイトの新着情報を一括表示する機能である．
RSS パーサによってWeb サイトが配信する RSS を解析し，それをポー
タルサイトに反映させることで，更新の自動化と迅速性の向上を図ってい
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図 3.2. Webクローラの構成
る．利用者は，この新着お知らせを利用することで，複数のWebサイト
を順に参照する必要がなくなり，素早く情報収集ができる．
以降では，提案サイトを特徴づける検索エンジンと新着お知らせの詳細
について述べる．
3.2 検索エンジン
本検索エンジンは，Web サイト内の情報を一括検索する機能である．
本検索エンジンは，全文検索システムとWebクローラからなる．全文検
索システムの検索モデルは，ブーリアン検索モデルとベクトル空間モデ
ルのいずれかを使用するか，もしくは両者を併用できるようにしている．
インデックス方式は，分かち書きと文字バイグラムのいずれかを使用する
か，もしくは両者を併用できるようにしている．各々の手法は，Manning
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ら [57]および北ら [58]の定義に従う．
Webクローラは，Webサイトをクローリングし，検索インデックスを
更新するプログラムである．Web クローラが対応する文書形式は，以下
のとおりである．
 プレーンテキスト（.txt，.text，.ascなど）
 ハイパーテキスト（.html，.xhtmlなど）
 電子メール（.eml，.mime，.mht，.mhtmlなど）
 PDF（.pdf）
 MS-Oce（.doc，.xls，.pptなど）
 DocuWorks（.xdw）
検索インデックスの更新にあたり，ポータルサイトの利用者にとって不
要な情報が混在しないようにしなければならない．本提案では，Web ク
ローラの内部に情報フィルタリング機能を持たせることで，これに対処す
る．Webクローラの構成を図 3.2に示す．まず，Webクローラは，Web
サイトからWebページを収集し，リンクツリーを生成する．次に，リン
クツリーに対して URLフィルタを適用し，クローリング対象とすべきか
どうかを判断する．最後に，クローリング対象のページのみを，改めてイ
ンデクシングする．これにより必要な情報のみを選別した上でインデクシ
ングできる．
このアイデアは，公共情報を発信しているWebサイトでは，Webペー
ジの意味によって構造化されているという事実に基づいている．表 3.1に
示すように，地域の産業情報は単一のWeb ページもしくは特定の URL
配下にまとめて配置されている．表 3.2に示す地域の観光情報も同様であ
る．つまり，この配下のみをクローリング対象とすることで，産業情報あ
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表 3.1. 地域の産業情報の配置箇所
地域 配置箇所
北海道 www.pref.hokkaido.lg.jp/l05.htm
宮城県 www.pref.miyagi.jp/life/7/
東京都 www.metro.tokyo.jp/sangyo/
愛知県 www.pref.aichi.jp/life/5/
大阪府 www.pref.osaka.lg.jp/life/list3.php?ctg03_id=6
広島県 www.pref.hiroshima.lg.jp/life/16/
愛媛県 www.pref.ehime.jp/shigoto/
福岡県 www.pref.fukuoka.lg.jp/life/4/
表 3.2. 地域の観光情報の配置箇所
地域 配置箇所
北海道 www.pref.hokkaido.lg.jp/l01.htm
宮城県 www.pref.miyagi.jp/life/3/11/
東京都 www.metro.tokyo.jp/kyoiku/kanko/kanko/
愛知県 www.pref.aichi.jp/life/2/11/
大阪府 www.pref.osaka.lg.jp/life/list3.php?ctg03_id=9
広島県 www.pref.hiroshima.lg.jp/life/12/
愛媛県 www.pref.ehime.jp/shigoto/kanko/
福岡県 www.pref.fukuoka.lg.jp/life/6/
るいは観光情報を選別してインデクシングできる．
検索エンジンの実装においては，オープンソースの全文検索システム
である Hyper Estraier[59, 60] を利用する．Hyper Estraier には標準で
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 
seed: 1.0 | http://www.pref.miyagi.jp/index.html
allowrx: ^http://www.pref.miyagi.jp/life/7/
allowrx: ^http://www.pref.miyagi.jp/life/3/11/ 
図 3.3. Webクローラの設定例
Webクローラが付属しており，その設定を適切に行うことで URLフィル
タを実装できる．図 3.3にWebクローラの設定例を示す．1行目では，ク
ローリングの種文書を与えており，ここで指定した URLがクローリング
の開始点である．2行目と 3行目では，クローリング対象とする URLの
ルールを正規表現で与えている．この設定でWebクローラを実行すると，
Web サイト www.pref.miyagi.jp/内の life/7/配下と life/3/11/配
下のみをクローリングする．
3.3 新着お知らせ
新着お知らせは，Web サイトの新着情報を一括表示する機能である．
図 3.1 に示した RSS パーサは，Web サイトの RSS フィードを解析し，
新着リストを生成するプログラムである．例えば，ある Web サイトの
RSSフィードが，図 3.4のようになっていたとする．RSSパーサは，RSS
フィード内の各 itemの情報を図 3.5に示す新着リストに変換する．新着
リストは，titleと linkの組で構成される．表示用 CGIは，このリストを
もとにして HTMLを生成する．
また，この新着リストは，検索エンジン側のWebクローラにも渡され，
実行のトリガーにもなる．Web クローラは，新着リストの中にクローリ
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 
<?xml version="1.0" encoding="utf-8" ?>
<rdf:RDF
（中略）
<item rdf:about="http://www.xxx.com/seminar.html">
<title>セミナーに参加される方へ</title>
<link>http://www.xxx.com/seminar.html</link>
（中略）
</item>
<item rdf:about="http://www.xxx.com/kenkyu.html">
<title>研究発表会を開催します</title>
<link>http://www.xxx.com/kenkyu.html</link>
（中略）
</item>
</rdf:RDF> 
図 3.4. RSSフィード
ング対象として妥当なWeb ページ，すなわち URL フィルタにマッチす
るWebページがあれば，その時点でクローリングを開始する．
新着お知らせの実装は，サーバサイドで動作するスクリプト言語と，そ
のライブラリを利用する．例えば Perl であれば XML::RSS モジュール，
Rubyであれば RSS::Parserクラスが該当する．
3.4 Googleカスタム検索と比べた利点
ここでは，提案サイトの利点を，Googleカスタム検索を利用したシス
テムと比べながら述べる．検索対象としている Web ページには，セミ
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"セミナーに参加される方へ","http://www.xxx.com/seminar.
html"
"研究発表会を開催します","http://www.xxx.com/kenkyu.html" 
図 3.5. 新着リスト
ナー開催情報など，迅速に発信すべき情報を含んでいる．このような情
報を含む場合，Google カスタム検索の利用は不向きである．なぜなら
ば，WebクローラがWebサイトを訪れるタイミングが不確定なため，迅
速な情報発信ができない場合が想定されるからである．Google Search
Console のように，Web クローラに更新を知らせるツールは存在するも
のの，更新の都度，Web クローラに知らせていたのでは，保守性が高い
とはいえない．
一方で，提案サイトは，Webクローラを内部に持っており，任意のタイ
ミングでクローリングできるため，Googleカスタム検索のような問題は
起きない．迅速に発信すべき情報を検索対象とする場合，Googleカスタ
ム検索を利用するよりも，提案サイトの方が適している．
3.5 第 3章のまとめ
既存サイトは，保守性，検索精度，迅速性のいずれか 1 つ以上が欠け
るものしかなかった．そこで本章では，保守性，検索精度，迅速性に優れ
るポータルサイトを実現するため，Webクローラと RSSパーサを用いた
ポータルサイトを開発した．Webクローラによる保守性の向上策，URL
フィルタによる検索精度の向上策，RSS パーサによる迅速性の向上策に
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ついて，一括して述べた．
次章では，提案サイトの社会実装と評価について述べ，保守性，検索精
度，迅速性の面で優れていることを示す．
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前章では，Webクローラと RSSパーサを用いたポータルサイトを開発
し，保守性，検索精度，迅速性のいずれをも向上させるポータルサイトと
して提案した．
本章では，提案サイトの社会実装である首都圏テクノナレッジ・フリー
ウェイ [61]を取り上げ，事業化に至った経緯と評価実験について述べる．
4.1 首都圏公設試験研究機関連携体
首都圏公設試験研究機関連携体 [62] は，首都圏の公設試の連携体であ
る．対象機関は以下の 5機関である．
 埼玉県産業技術総合センター
 千葉県産業支援技術研究所
 地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター
 神奈川県産業技術センター
 横浜市工業技術支援センター
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図 4.1. 首都圏テクノナレッジ・フリーウェイ
首都圏公設試験研究機関連携体は，利用者サービスのワンストップ化，
職員間の技術交流や技術協力を目的として発足した．連携体の活動内容の
一部を以下に示す．
 首都圏テクノナレッジ・フリーウェイの運営：
各機関の情報を集約したポータルサイトである．
 パートナーグループの運営：
研究分野ごとにグループを結成し，横断的な技術交流を図る．
 TKFフォーラム：
各機関の職員が一同に集まり，連携体全体の交流を図る．
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図 4.2. 設備検索フォーム
本連携体の主な事業の 1つが首都圏テクノナレッジ・フリーウェイの運
用である．首都圏テクノナレッジ・フリーウェイのブラウザイメージを図
4.1に示す．以下は，首都圏テクノナレッジ・フリーウェイの主な機能で
ある．
 設備検索
 技術検索
 各機関からのお知らせ
 技術相談フォーム
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図 4.3. 技術検索フォーム
設備検索は，各機関が保有する設備情報を一括検索する機能である．図
4.2に設備検索の検索フォームを示す．職員や利用者は，この検索機能を
利用することで，目的の設備を保有する公設試をワンストップで特定で
きる．
技術検索は，各機関が保有する知的財産や研究報告などを一括検索す
る機能である．図 4.3に技術検索の検索フォームを示す．ユーザインター
フェイスを，設備検索のそれと全く同一にすることで，同様の手順で利用
できるようにしている．
各機関からのお知らせは，各機関の新着情報を一括表示する機能であ
る．図 4.4にそのブラウザイメージを示す．利用者は，このページを参照
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図 4.4. 各機関からのお知らせ
することで，各機関がいち早く伝えたい情報，例えばイベントの開催通知
や料金表の改訂情報などを取得することができる．
技術相談フォームは，相談窓口を一本化した機能である．図 4.5にその
ブラウザイメージを示す．利用者がこのフォームから相談内容を送信する
と，各機関の担当者へ相談内容がメールで一斉送信される．
これらの機能は，本論文の提案サイトによって実現されている．以降で，
提案サイトが事業化に至った経緯について述べる．
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図 4.5. 技術相談フォーム
4.2 事業化に至る経緯
本節では，本論文の提案サイトが事業化に至った経緯を時系列で述べ
る．ここで述べることは，あくまで広域関東圏の公設試における経験に基
づくものであり，必ずしも全国の公設試に当てはまるものではない．
4.2.1 ポータルサイトの初期
首都圏公設試のポータルサイトの初期 [63] では，手動による情報更新
が行われていた．具体的には，ポータルサイトの管理者が，各機関から情
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報を保存した外部記録媒体の提供を受け，その情報をもとに更新するとい
う運用方法である．
運用当初から挙げられていた問題は，保守性と迅速性が低いことである
が，特に迅速性の低さが問題視されていた．迅速性の低さは，各機関にお
いて，設備の廃止や料金の改定など，利用者に大きな影響を及ぼすような
事業内容の変更が行われてから，その情報がポータルサイトに反映される
までに遅延が生じることを意味している．さらに，この問題は，迅速性に
欠けるというだけでなく，Web サイトとポータルサイトの間での情報の
整合性が，長期に渡って担保されないという問題も含んでいた．
4.2.2 編集用フォームの設置
そこで，山田ら [64]は，迅速性を向上させるために，情報の更新をポー
タルサイトの管理者に一任するのではなく，図 4.6に示す編集用フォーム
を設け，各機関がそれぞれ編集する運用に改めた．その結果，外部記録媒
体が管理者の手元に届くのを待つことなく更新でき，遅延はある程度改善
された．
しかしながら，新たな問題が指摘された．それは，将来的に外部ページ
の編集が禁止される公設試の存在である．ポータルサイトは，地方独立行
政法人東京都立産業技術研究センターが保有するWebサーバ上にあった
ので，それ以外の公設試から見れば外部ページであり，これも禁止対象と
なる．この制限は，地方自治体における情報漏洩防止策の 1つとして計画
されたもので，地方自治体の設置機関である公設試もそれに従わざるを得
ない．したがって，各機関は，自身が保有するサーバ上にあるページのみ
編集が許可されるという条件のもとで，運用方法を再検討せざるを得なく
なった．
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図 4.6. 旧サイトの編集用フォーム
4.2.3 XMLによる情報更新
北原ら [65] は，設備情報更新用の XML フォーマットを定め，これを
利用して更新する方法を検討した．フォーマットの例を図 4.7 に示す．ま
ず，各機関がフォーマットに則って更新情報をまとめた XMLファイルを
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<?xml version="1.0" encoding="UTF-8"?>
<equipments pref="tokyo">
<equipment>
<name> 電子ビーム描画装置 </name>
<spec> 加速電圧:100kV </spec>
<spec> 最小線幅:8nm </spec>
<spec> 継ぎ精度:40nm </spec>
<model> ELS-7000Ac </model>
<year> 2011 </year>
<remarks 事前講習必須 </remarks>
</equipment>
<equipment>
<name> Ge半導体検出器 </name>
<spec> 相対効率:kV36 </spec>
<spec> 分解能:1.90keV </spec>
<model> DSA1000 </model>
<year> 1995 </year>
</equipment>
</equipments> 
図 4.7. 情報更新用 XMLフォーマット
作成する．次に，以下のいずれかの方法で，ポータルサイトに更新情報を
伝える．
 Webサーバ側に XMLファイルを追加する．ポータルサイトは，こ
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のファイルを定期的にダウンロードする．
 Web サーバとポータルサイトの間で，XML/SOAP メッセージを
やり取りする．
これらの方法であれば，外部ページを編集することなく，自身のサーバ上
のファイルさえ編集すれば，ポータルサイトの情報を更新することがで
きる．
ところが，この方法であっても対応できない公設試が存在した．それ
は，地方自治体が保有するコンテンツ管理システムを用いてWebサイト
を運営している公設試である．地方自治体が運用するコンテンツ管理シス
テムでは，公設試の裁量で編集可能なページは限られるので，図 4.7のよ
うなファイルを新規に追加できない．したがって，各機関は，情報更新用
のファイルを新規に追加できないという条件も課せられることとなった．
4.2.4 提案サイトの事業化
ここまでで課せられた制約条件を以下に示す．
 公設試の裁量で編集可能なWeb ページは，自身のWeb サイト上
にあるページのみである．
 公設試の裁量でファイルを新規に追加することはできない．
これらの打開策として，Web クローラを利用して，検索対象とする
Web ページへのリンクを管理する方法を検討した．これが本論文の提案
サイトの原型である．この方法であれば，外部ページの編集を要しないの
で，1つ目の条件を満たす．また，ファイルを新規に追加する必要もない
ので，2つ目の条件も満たす．さらに，Webページのみ編集すれば，ポー
タルサイトにも自動で反映されるので，各機関から見ればメンテナンスフ
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表 4.1. 設備情報とリンク構造の変更回数
2012年 2013年
設備情報 リンク構造 設備情報 リンク構造
埼玉 14 0 5 0
千葉 3 0 5 0
東京 83 0 59 1
神奈川 3 0 8 0
合計 103 0 73 1
リーであるという利点もある．
以上を基に，先の 2案と本案をまとめて首都圏公設試験研究機関連携体
の最高意志決定機関である首都圏公設試連携推進会議に提案したところ，
本案の採用が認められ，事業化に至った．
4.3 評価
本節では，提案サイトと既存サイトを比較検討することで，提案サイト
が保守性と検索精度の面で優れていることを示す．
4.3.1 保守性の評価
ここでは，提案サイトの保守性を評価する．評価対象は，首都圏の 4つ
の公設試とし，具体的には以下に挙げる機関のWebサイトである．また，
既存サイトとの比較を容易にするため，既存サイトで既に実装されている
保有設備の検索という観点から評価する．
 埼玉県産業技術総合センター
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 千葉県産業支援技術研究所
 地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター
 神奈川県産業技術センター
東北 6 県公開設備・機器データベースのような既存サイトは，設備情
報が更新される度に，ポータルサイトの情報も更新が必要になる．すなわ
ち，既存サイトの保守作業量は，設備情報の更新回数に依存する．一方，
提案サイトは，Webクローラによって情報を収集するため，Webサイト
の設備情報が変更されたとしても保守作業は必要ない．保守を要するの
は，Webサイトのリンク構造が変更されたときであり，この場合は URL
フィルタの設定変更が必要になる．すなわち，提案サイトの保守作業量は，
リンク構造の変更回数に比例する．ゆえに，ある一定期間内のWebペー
ジとリンク構造の変更回数を比較し，後者が少なければ，提案サイトの保
守の優位性を示すことができる．
そこで，評価対象である 4機関のWebサイトを調査し，設備情報とリ
ンク構造の変更回数を集計したところ，表 4.1 の結果を得た．表 4.1 は，
両者の変更回数を年度ごとに集計したものである．この表から，設備情報
の変更回数は多い年で 103回であり，既存サイトは，1年間でこれだけの
回数の保守を要する．一方，サイト構成の変更回数は多くとも 1 回であ
り，Webクローラの設定変更作業もやはり 1回で済む．
以上より，保守作業量が設備情報の変更回数に比例する既存サイトより
も，リンク構造の変更回数に比例する提案サイトの方が，保守性が高いと
評価できる．
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表 4.2. 評価環境・条件
評価対象 埼玉県産業技術総合センター
千葉県産業支援技術研究所
地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター
神奈川県産業技術センター
検索ワード 造形
万能試験機
耐候性
雷サージ
Ge半導体
三次元測定
3Dスキャナ
分光
エミッション
赤外線
正解文書の判定 目視
検索モデル ブーリアン検索モデル
インデックス方式 分かち書き
4.3.2 検索精度の評価
ここでは，検索精度の評価を行う．保守性の評価と同様，評価対象は 4
つの公設試のWebサイトとし，保有設備の検索という観点から評価する．
まず，検索精度の指標となる適合率と再現率について述べる．適合率
は，正確性の指標であり，検索ヒット数（検索結果として得られた文書の
総数）に対する正解ヒット数（検索結果として得られ，かつ検索要求を満
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表 4.3. クローリング開始点
機関 クローリング開始点
埼玉 www.saitec.pref.saitama.lg.jp/kaihou/
kikilist.html
千葉 www.pref.chiba.lg.jp/sanken/kikisetsubi/
ichiran.html
東京 www.iri-tokyo.jp/setsubi/index.html
神奈川 www.kanagawa-iri.go.jp/equipment.html
表 4.4. クローリング対象
機関 クローリング対象
埼玉 www.saitec.pref.saitama.lg.jp/kaihou/
千葉 www.pref.chiba.lg.jp/sanken/kikisetsubi/
東京 www.iri-tokyo.jp/setsubi/
神奈川 www.kanagawa-iri.go.jp/equipment/
たす文書の総数）の比で表される．検索ヒット数をN，正解ヒット数を R
とすると，適合率は R=N となる．一方，再現率は，網羅性の指標であり，
正解文書数（検索要求を満たす文書の総数）に対する正解ヒット数の比で
表される．正解文書数を C，正解ヒット数を Rとすると，再現率は R=C
となる．
評価環境や条件を表 4.2，評価に用いた Web クローラの設定を表 4.3
および表 4.4に示す．評価対象は 4機関のWebサイトである．評価に用
いたキーワードは，地方独立行政法人東京都立産業技術研究センターの
Webサイトにおける検索ワードランキングの上位 10ワードとする．正解
4.3 評価 51
表 4.5. 適合率
横断検索 URLフィルタ
検索ワード N R R=N N R R=N
造形 358 11 0.03 17 11 0.65
万能試験機 416 14 0.03 22 14 0.63
耐候性 162 11 0.07 13 11 0.85
雷サージ 83 9 0.11 12 9 0.75
Ge半導体 44 1 0.02 2 1 0.50
三次元測定 477 19 0.04 30 19 0.63
3Dスキャナ 11 1 0.09 2 1 0.50
分光 201 14 0.07 15 14 0.93
エミッション 130 10 0.08 11 10 0.91
赤外線 411 16 0.04 21 16 0.76
文書の判定は，具体的な設備情報，例えば機器分類，メーカ，型番，仕様
などが文書に含まれているかどうかを目視によって行う．
この条件でクローリングと検索を実行したときの検索ヒット数 N，正
解ヒット数 R，適合率 R=N を，横断検索と URLフィルタを設定した場
合を比較して，表 4.5に示す．横断検索の列は，全てのWebページを検
索対象としたときの結果であり，九州・沖縄バーチャル公設試と同様の手
法である．URL フィルタの列はクローラに表 4.3 および表 4.4 の設定を
行うことで，検索対象を限定した場合の結果である．九州・沖縄バーチャ
ル公設試に合わせ，検索モデルはブーリアン検索モデル，インデックス方
式は分かち書きとしている．いずれのキーワードにおいても，本検索エン
ジンの方が適合率が高いことが分かった．
次に再現率の比較を行う．まず，再現率を具体的な実測値として求める
52 第 4章 産業ポータルサイトへの応用
ことは難しい．なぜならば，検索システム用テストコレクションなど特
殊な場合を除き，正解文書数 C を把握することが困難であるためである．
ただし，再現率の大小比較は可能である．検索対象とする文書集合が等し
いならば C も等しいので，正解ヒット数 Rの大小によって比較ができる．
表 4.5から，いずれのキーワードにおいても両者の Rは等しく，したがっ
てまた再現率も等しいことが分かった．
以上より，適合率は高く，再現率は両者で等しいので，既存サイトより
も提案サイトの方が，検索精度が高いと評価できる．
4.4 第 4章のまとめ
本章では，提案サイトの社会実装である首都圏テクノナレッジ・フリー
ウェイについて述べた．首都圏テクノナレッジ・フリーウェイの機能であ
る設備検索，技術検索，各機関からのお知らせ，技術相談フォームを紹介
し，提案サイトを基礎として実現されていることを述べた．そして，提案
サイトの評価実験について述べ，既存サイトと比べて保守性，検索精度，
迅速性の面で優れていることを示した．
次章では，首都圏テクノナレッジ・フリーウェイの広域関東圏への拡張
について述べる．
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前章では，提案サイトの社会実装である首都圏テクノナレッジ・フリー
ウェイを紹介し，既存サイトと比べて保守性，検索精度，迅速性の面で優
れていることを示した．
本章では，Webクローラと RSSパーサに加え，パターンマッチングを
併用 [66, 67]することで，拡張前と同等の保守性，検索精度，迅速性を維
持して拡張できることを示す．
5.1 広域関東圏への拡張
公設試は各地方自治体に存在するが，この潜在能力を広域関東圏で十二
分に発揮するためには，地域を越えた相互利用の促進が重要である．具体
的には，各都県の公設試が自身の得意分野を生かしながら役割分担し，広
域関東圏内で整合性のとれた試験研究設備の導入や，相互利用の推進，実
現性の高い開発テーマ選定，当該テーマに沿った技術支援の実施等を促進
することが重要である．このような理由から，関東甲信越静の知事や政令
指定都市市長などからなる関東地方産業競争力協議会 [68, 69]は，試験研
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究機能の強化策として，各都県の公設試が保有する設備を一括検索できる
ポータルサイトの構築を提案した．
5.2 拡張法の検討
Webクローラと RSSパーサによるポータルサイトの構成法は，既存サ
イトよりも保守性，検索精度，迅速性に優れていた．しかしながら，評価
対象が 4つと少なく，十分な評価ができていなかった．全く同様の構成法
で，より多くのWebサイトを対象にした場合であっても，同等の保守性，
検索精度，迅速性が得られれば，提案サイトの有用性をより客観的に示す
ことができる．
そこでまずは，全く同様の構成法で広域関東圏の公設試，具体的には次
に示す 13機関のWebサイトへ拡張できるかどうかを検討する．
 茨城県工業技術センター
 栃木県産業技術センター
 群馬県立産業技術センター
 埼玉県産業技術総合センター
 千葉県産業支援技術研究所
 地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター
 神奈川県産業技術センター
 横浜市工業技術支援センター
 新潟県工業技術総合研究所
 山梨県工業技術センター
 山梨県富士工業技術センター
 長野県工業技術総合センター
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表 5.1. 設備情報の文書形式
機関 文書形式
茨城 ハイパーテキスト，PDF，MS-Oce
栃木 ハイパーテキスト，PDF
群馬 ハイパーテキスト，PDF
埼玉 ハイパーテキスト，PDF，MS-Oce
千葉 ハイパーテキスト，PDF
東京 ハイパーテキスト，PDF
神奈川 ハイパーテキスト，PDF
横浜 ハイパーテキスト，PDF，MS-Oce
新潟 ハイパーテキスト，PDF
山梨 ハイパーテキスト，PDF，MS-Oce
山梨富士 ハイパーテキスト，PDF，MS-Oce
長野 ハイパーテキスト，PDF
静岡 ハイパーテキスト，PDF，MS-Oce
 静岡県工業技術研究所
以降では，検索エンジンと新着お知らせの拡張について述べる．
5.2.1 検索エンジンの拡張
ここでは，検索エンジンを拡張するための条件を考える．提案サイト
に用いる検索エンジンは，全文検索システムとWeb クローラからなり，
Web サイトから情報を自動収集している．ゆえに，同様の構成で拡張す
るためには，Webサイト上に存在する文書の形式が，Webクローラに対
応していることが条件となる．対応する文書形式を次に示す．
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表 5.2. 設備情報の配置箇所
機関 配置箇所
茨城 www.kougise.pref.ibaraki.jp/equipment/
栃木 www.iri.pref.tochigi.lg.jp/index.php
群馬 mac.tec-lab.pref.gunma.jp/
埼玉 www.saitec.pref.saitama.lg.jp/kaihou/
千葉 www.pref.chiba.lg.jp/sanken/kikisetsubi/
東京 www.iri-tokyo.jp/setsubi/
神奈川 www.kanagawa-iri.jp/equipment/
横浜 www.city.yokohama.lg.jp/keizai/shien/sien-c/
machines/
新潟 www.iri.pref.niigata.jp/equipment/
山梨 www.pref.yamanashi.jp/kougyo-gjt/instruments/
山梨富士 www.pref.yamanashi.jp/kougyo-fj/instruments/
長野 www.gitc.pref.nagano.lg.jp/hoyu_details.php?
www.gitc.pref.nagano.lg.jp/hoyu_kubun.php?
静岡 iri.pref.shizuoka.jp/cgi/search/
 プレーンテキスト（.txt，.text，.ascなど）
 ハイパーテキスト（.htm，.html，.xhtmlなど）
 電子メール（.eml，.mime，.mhtなど）
 PDF（.pdf）
 MS-Oce（.doc，.xls，.pptなど）
 DocuWorks（.xdw）
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プレーンテキスト，ハイパーテキスト，電子メールは，そのままの形式で
インデクシングできる．PDFやマイクロソフト社のMicrosoft Oce R，
富士ゼロックス社の DocuWorksTM は，文書フィルタによって中間ファ
イルに変換することでインデクシングできる．つまり，Web サイト上に
存在する文書の形式が，上記のいずれかであれば，同様の構成で実現可能
である．そこで，13 機関のWeb サイト上に存在する文書の形式を調査
し，表 5.1の結果を得た．この結果により，全てのWebサイトにおいて，
Webクローラに対応した文書形式が存在することが分かった．
また，本検索エンジンは，URLフィルタによって，Webクローラが訪
問するページを特定の URL配下に限定することで，既存サイトよりも高
い検索精度を得ている．ゆえに，設備情報の検索という観点で拡張前と同
等の検索精度を求めるならば，設備情報が特定の URL配下に配置されて
いることが条件となる．そこで，Web サイトの設備情報の配置箇所を調
査し，表 5.2の結果を得た．この結果により，全てのWebサイトにおい
て，特定の URL配下にまとめて配置されていることが分かった．
5.2.2 新着お知らせの拡張
ここでは，新着お知らせを拡張するための条件を考える．新着お知らせ
は，Webサイトが配信する RSSフィードを解析し，その内容を一括表示
する機能である．この機能によって，提案サイトの情報発信の迅速性を向
上させている．ゆえに，同様の構成で拡張し，なおかつ迅速性を担保する
ためには，Webサイトが RSSフィードで新着情報を配信している必要が
ある．
そこで，13機関の RSSフィードの配信状況を調査したところ，表 5.3
の結果を得た．この結果により，全てのWebサイトにおいて，新着お知
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らせを拡張できることが分かった．1つ注意を要するのは，新潟県工業技
術総合研究所や山梨県工業技術センターのように，自らが保有するWeb
サイトではなく，県庁などのWeb サイトから RSS を配信している場合
である．この場合，RSS フィードの中に公設試と無関係の情報も含まれ
る．その対処として，<dc:creator>タグや<dc:contributor>タグを参
照し，関連のある情報のみを抽出する工夫が必要となる．
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表 5.3. RSSフィードの配信状況
機関 配信状況
茨城 www.pref.ibaraki.jp/chumoku.xml
www.pref.ibaraki.jp/hotnews.xml
栃木 www.iri.pref.tochigi.lg.jp/index.php?id=253
群馬 www.tec-lab.pref.gunma.jp/rss.rdf
埼玉 www.pref.saitama.lg.jp/shinchaku/shinchaku.xml
千葉 www.pref.chiba.lg.jp/sanken/shinchaku.xml
東京 www.iri-tokyo.jp/shinchaku/shinchaku.xml
www.iri-tokyo.jp/oshirase/oshirase.xml
神奈川 www.pref.kanagawa.jp/rss/10/list1.xml
横浜 www.city.yokohama.lg.jp/front/
yokohama-latestnews-all.rss
新潟 www.pref.niigata.lg.jp/whatsnew.rdf
www.pref.niigata.lg.jp/press_release.rdf
www.pref.niigata.lg.jp/order.rdf
www.pref.niigata.lg.jp/bosyu.rdf
www.pref.niigata.lg.jp/shiken.rdf
山梨 www.pref.yamanashi.jp/shinchaku.xml
山梨富士 www.pref.yamanashi.jp/shinchaku.xml
長野 www.pref.nagano.lg.jp/chumoku/chumoku.xml
静岡 www.pref.shizuoka.jp/a_content/common/new.xml
www.pref.shizuoka.jp/a_content/common/
shinchaku.xml
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表 5.4. 設備情報とリンク構造の変更回数（拡張後）
2012年 2013年
設備情報 リンク構造 設備情報 リンク構造
茨城 5 1 8 0
栃木 4 0 5 0
群馬 5 0 4 0
埼玉 14 0 5 0
千葉 3 0 5 0
東京 83 0 59 1
神奈川 3 0 8 0
横浜 3 0 2 0
新潟 3 0 6 0
山梨 3 0 4 0
山梨富士 3 0 3 0
長野 6 0 20 0
静岡 6 0 4 0
合計 141 1 133 1
5.3 拡張後の評価
本節では，全く同様の構成で拡張した場合の保守性と検索精度を評価
し，拡張時の問題点を抽出する．
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5.3.1 拡張後の保守性
ここでは，拡張後のポータルサイトの保守性を評価する．拡張前と同様
に，評価対象である 13 機関のWeb サイトを調査し，設備情報とリンク
構造の変更回数を集計した．集計結果を表 5.4に示す．表 4.1と比較する
と，設備情報の更新回数は，拡張後に約 100回増えており，拡張の影響を
大きく受けることが分かった．一方で，リンク構造の変更回数は，2年間
で 1回増えただけであり，拡張の影響は小さい．
以上より，保守作業量が設備情報の変更回数に比例する既存サイトより
も，リンク構造の変更回数に比例する提案サイトの方が，拡張時の保守性
への影響は小さいと評価できる．
5.3.2 拡張後の検索精度
ここでは，拡張後のポータルサイトの検索精度を評価する．評価環境や
条件を表 5.5，Webクローラの設定を図 5.6および図 5.7に示す．評価対
象を 13機関に拡張した以外は，拡張前と同様の条件である．
この条件でクローリングと検索を実行したときの検索ヒット数 N，正
解ヒット数 R，適合率 R=N を，拡張前と拡張後を比較して，表 5.8に示
す．表 4.5に示した拡張前 4サイトでの横断検索の結果に比べると，拡張
後の適合率は高いものの，提案ポータルサイトの条件で比較すると，5個
の検索ワードにおいて，拡張前よりも拡張後の適合率が低くなった．この
評価では，公設試に補助金を提供した団体の紹介ページが検索ノイズとし
て現れ，それが多くを占めており，適合率を下げる主な原因となった．
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表 5.5. 評価環境・条件（拡張後）
評価対象 茨城県工業技術センター
栃木県産業技術センター
群馬県立産業技術センター
埼玉県産業技術総合センター
千葉県産業支援技術研究所
地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター
神奈川県産業技術センター
横浜市工業技術支援センター
新潟県工業技術総合研究所
山梨県工業技術センター
山梨県富士工業技術センター
長野県工業技術総合センター
静岡県工業技術研究所　
検索ワード 造形
万能試験機
耐候性
雷サージ
Ge半導体
三次元測定
3Dスキャナ
分光
エミッション
赤外線
正解文書の判定 目視
検索モデル ブーリアン検索モデル
インデックス方式 分かち書き
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表 5.6. クローリング開始点（拡張後）
機関 クローリング開始点
茨城 www.kougise.pref.ibaraki.jp/equipment/
01center.html
www.kougise.pref.ibaraki.jp/equipment/
02seni.html
www.kougise.pref.ibaraki.jp/equipment/
03yogyo.html
栃木 www.iri.pref.tochigi.lg.jp/index.php?id=489
群馬 mac.tec-lab.pref.gunma.jp/index.html
埼玉 www.saitec.pref.saitama.lg.jp/kaihou/
kikilist.html
千葉 www.pref.chiba.lg.jp/sanken/kikisetsubi/
ichiran.html
東京 www.iri-tokyo.jp/setsubi/index.html
神奈川 www.kanagawa-iri.go.jp/equipment.html
横浜 www.city.yokohama.lg.jp/keizai/shien/sien-c/
machines/index.html
新潟 www.iri.pref.niigata.jp/equipment/
equipment_list.html
山梨 www.pref.yamanashi.jp/kougyo-gjt/instruments/
setsubi_all.html
山梨富士 www.pref.yamanashi.jp/kougyo-fj/
instruments.html
長野 www.gitc.pref.nagano.lg.jp/hoyu_index.php
静岡 iri.pref.shizuoka.jp/cgi/search/eqp_all.html
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表 5.7. クローリング対象（拡張後）
機関 クローリング対象
茨城 www.kougise.pref.ibaraki.jp/equipment/
栃木 www.iri.pref.tochigi.lg.jp/index.php?
群馬 mac.tec-lab.pref.gunma.jp/
埼玉 www.saitec.pref.saitama.lg.jp/kaihou/
千葉 www.pref.chiba.lg.jp/sanken/kikisetsubi/
東京 www.iri-tokyo.jp/setsubi/
神奈川 www.kanagawa-iri.go.jp/equipment/
横浜 www.city.yokohama.lg.jp/keizai/shien/sien-c/
machines/
新潟 www.iri.pref.niigata.jp/equipment/
山梨 www.pref.yamanashi.jp/kougyo-gjt/instruments/
山梨富士 www.pref.yamanashi.jp/kougyo-fj/instruments/
長野 www.gitc.pref.nagano.lg.jp/hoyu_kubun.php
www.gitc.pref.nagano.lg.jp/hoyu_details.php
静岡 iri.pref.shizuoka.jp/cgi/search/
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表 5.8. 適合率（拡張前および拡張後）
拡張前 4サイト 拡張後 13サイト
検索ワード N R R=N N R R=N
造形 17 11 0.65 24 17 0.71
万能試験機 22 14 0.63 42 30 0.71
耐候性 13 11 0.85 17 12 0.71
雷サージ 12 9 0.75 23 18 0.78
Ge半導体 2 1 0.50 2 1 0.50
三次元測定 30 19 0.63 42 23 0.55
3Dスキャナ 2 1 0.50 3 1 0.33
分光 15 14 0.93 20 19 0.95
エミッション 11 10 0.91 19 15 0.79
赤外線 21 16 0.76 25 18 0.72
5.4 検索エンジンの改良
本節では，URL フィルタのみでは除去できなかった検索ノイズへの対
策について述べる．本論文では，Webクローラに対してWebページのパ
ターンマッチングを組み込むことで，これに対処した．
パターンマッチングを組み込んだWebクローラの構成を図 5.1に示す．
まず，Webクローラは，Webサイトからページを収集する．次に，収集
したページからリンクツリーと単語リストを生成する．そして，リンクツ
リーに対して URLフィルタを適用し，訪問候補を生成する．それと同時
に，サポートベクターマシンによる単語リストのパターンマッチングを行
い，前出とは別の訪問候補を生成する．この部分が，第 3章で述べたWeb
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図 5.1. パターンマッチングを組み込んだWebクローラの構成
クローラとの違いである．最後に，2つの訪問候補の積集合を求め，共通
に含まれているページのみ，改めてインデクシングする．
次に，改良後の Web クローラおよび検索エンジンを，表 5.5，表 5.6
および表 5.7 の条件で改めて評価した．その時の適合率を，表 5.9 に示
す．ここでは，表 5.8と表 5.9を比較しながら議論を進める．まず，両表
の正解ヒット数 R は全て等しい結果となった．正解ヒットしたページを
目視で確認したところ，全て同一のページであった．すなわち，パターン
マッチングの誤判定により，設備情報のページであるにも関わらず，それ
が除外されるケースはなかった．また，7個の検索ワードにおいて，検索
ヒット数 N が減少しており，検索ノイズを適切に除外できていることが
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表 5.9. 適合率（パターンマッチング追加後）
検索ワード N R R=N
造形 23 17 0.74
万能試験機 40 30 0.75
耐候性 14 12 0.86
雷サージ 20 18 0.90
Ge半導体 1 1 1.00
三次元測定 33 23 0.70
3Dスキャナ 3 1 0.33
分光 20 19 0.95
エミッション 19 15 0.79
赤外線 22 18 0.82
分かった．
以上のように，単語リストのパターンマッチングを併用することで，検
索精度を大きく低下させることなく，広域関東圏の公設試へ拡張すること
ができた．現在，首都圏テクノナレッジ・フリーウェイは，広域関東圏の
公設試の総合カタログとして継続運営 [70, 71, 72, 73, 74] されている．
5.5 第 5章のまとめ
本章では，首都圏テクノナレッジ・フリーウェイの広域関東圏への拡張
について述べ，単語リストのパターンマッチングを併用することで，拡張
前と同等の保守性，検索精度，迅速性を維持して拡張できることを示した．
次章では，提案サイトのもう 1つの社会実装である観光ポータルサイト
を紹介し，保守性，検索精度，迅速性に加えて，可用性が重要であること
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を述べるとともに，その向上策と評価実験について説明する．
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前章では，首都圏テクノナレッジ・フリーウェイの広域関東圏 13機関
への拡張について述べ，拡張前と同等の保守性，検索精度，迅速性を維持
して拡張できることを示した．
本章では，提案サイトのもう 1つの社会実装である観光ポータルサイト
[75, 76, 77] を紹介する．観光ポータルサイトにおいては，保守性，検索
精度，迅速性だけでなく，可用性が重要であることを述べるとともに，そ
の向上策と評価実験について述べる．
6.1 観光業の広域連携
近年，情報化社会の進展や交通の利便性向上により，旅行者は多くの観
光地や観光資源をより短い時間で巡ることができるようになってきてい
る．複数の自治体区域にまたがって巡る広域的な周遊旅行を志向する傾向
は，遠方から訪れる旅行者，特に外国人観光客に多い．ゆえに，観光庁
[78]は，観光業における広域連携によって，外国人観光客を主な消費者と
した経済効果を，自治体の枠を超えて広域的に波及させることが重要であ
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ると述べている．
産業の広域連携と同様に，観光業の広域連携においても，ポータルサイ
トの利用が有効である．そして，提案サイトを応用することで，観光ポー
タルサイトも同様に実現できる．つまり，クローリング開始点とクローリ
ング対象を，集約したい観光情報に合わせて適切に設定すれば，保守性，
検索精度，迅速性に優れた観光ポータルサイトの実現が可能となる．
6.2 ポータルサイトの可用性
東京オリンピック・パラリンピックを控え，今後 10年間での外国人観
光客の大幅増が見込まれている．このような背景から，外国人観光客にも
利用しやすい観光ポータルサイトが望まれているが，彼らの言語格差が課
題となっている．
言語格差を解消するためにはポータルサイトの多言語化が一般的であ
る．例えば，外国人の訪日促進と受入環境整備に関する学術的動向 [79]
を調査した結果，そのほとんど全てが多言語化に関するものであった．ま
た，我が国の観光政策 [80] では，学術的な背景に基づいた外国人の受け
入れ整備が進められているが，多言語化以外に具体的なアイデアは見られ
ない．さらに，観光庁から配信されている外国人観光客向けのアプリケー
ション [81]は，2016年 10月 1日時点で 18個存在するものの，やはり多
言語化に終始しているのが現状である．しかしながら，多言語化によって
必要十分な数の言語を網羅することは難しく，真の意味で言語格差を解消
するには至らない．したがって，観光ポータルサイトでは，保守性，検索
精度，迅速性の他に，言語格差を網羅的に解消する仕組み，すなわち外国
人にとっての可用性が求められる．
そこで本論文では，言語による情報伝達には限界があるという立場に
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図 6.1. 言語バリアフリー化した観光ポータルサイト
立った上で，言語によらない手段のみを利用した観光ポータルサイトを実
現する．本ポータルサイトは，真に言語バリアフリーなポータルサイトで
ある．
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図 6.2. 言語バリアフリー化した検索インターフェイス
6.3 ポータルサイトの言語バリアフリー化
ここでは，ポータルサイトの言語バリアフリー化について述べる．本論
文では，ピクトグラム，アラビア数字，空間イメージ，地理情報システム
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を利用して，言語バリアフリー化する．図 6.1に言語バリアフリー化した
システムを示す．ピクトグラムは JIS規格 [82]で定められたものとし，観
光スポットの種類や移動手段を示すために使用する．移動時間や料金など
の表記は，世界共通の数字であることが望ましいため，アラビア数字のみ
を使用する．空間イメージは，観光スポットを容易に想像できるものとす
る．これらを地理情報システム上に重ねて表示することで，言語バリアフ
リー化を実現する．
観光スポットの検索インターフェイスについても，同様に言語バリアフ
リー化する．図 6.2に言語バリアフリー化した検索インターフェイスを示
す．観光スポットの種類や移動手段はピクトグラムから選択するボタン，
移動時間や料金はアラビア数字から選択するドロップダウンリストで構成
する．
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図 6.3. 類似スポットの推薦
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6.4 類似スポットの推薦
言語バリアフリー化された検索インターフェイスは，キーワード検索に
比べて検索語の入力の自由度が低いため，検索意図を反映しにくい．そこ
で，類似スポットの推薦機能を実現し，これに対処する．図 6.3に推薦の
様子を示す．図 6.3下部の 4つのスポットが，推薦された類似スポットで
ある．もし，検索意図が反映されなかった場合でも，類似スポットから辿
ることで，必要な情報を得ることができる．推薦される類似スポットも，
図 6.2の検索インターフェイスから絞り込むことができる．
次に，推薦の仕組みについて述べる．まず，図 6.4のように，観光スポッ
ト間の類似度を前もって値付けしておく．データ構造は，観光スポットを
ノード，スポット間の類似度をリンクとするネットワークである．ユーザ
がある 1つの観光スポットを選択すると，そのスポットと直接関連がある
スポット，すなわち選択したスポットと直接リンクされているスポットを
全て表示する．ユーザが絞込みを実行したときは，リンクされているス
ポットの中から，条件に合うスポットのみを表示する．
登録された観光スポット数が少なければ，類似度の値付けは人手で行
えばよい．しかしながら，登録された観光スポット数が多くなれば，保守
性が低くなる．その場合は，図 6.5のように，本論文で提案したパターン
マッチングを応用することで解決できる．
6.5 可用性の評価
ここでは，観光ポータルサイトの可用性を定量的に示すことで，言語に
よらない手段であっても，観光スポットの検索や経路案内が可能であるこ
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図 6.4. 観光スポットの類似度
とを実証する．定量的指標には画面遷移数を用い，検索や表示などの操作
において，手戻りが何回発生したかを評価する．手戻りは，一般に少ない
ほどよいとされる．
実験の方法は次のとおりである．監督者は，被験者に対して，特定の
観光スポットを探すよう指示する．被験者は，監督者の指示に従って，図
6.6に示した試作機を操作して観光スポットを探し，見つけるまでの画面
遷移数をカウントする．監督者から被験者への指示は，次の順に行った．
指示 1 検索機能を使って「すみだ水族館」を探してください．
指示 2 推薦機能を使って「レジャー施設」を 2つ探してください．
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図 6.5. 類似度算出システムの構成
指示 3 検索や推薦を自由に使って「近隣の宿泊施設」を探してください．
表 6.1 に回答結果，表 6.2 に回答に至るまでの画面遷移数を示す．表
6.1は，見つけた観光スポットが，監督者の指示に合致するものであった
かを示す表である．表 6.2は，正解したか否かに関わらず，被験者が観光
スポットを見つけるまでの画面遷移数を示している．
指示 1は，目的地が確定している状況を想定した実験である．この実験
の画面遷移数は最大 7回，平均 2回程度であった．観光客が目的地の名前
をキーワードに検索できるなら，1回の検索実行でヒットするので，キー
ワード検索の方が優れている．一方で，名前が分からない，あるいは名前
が読めないといった場合では，平均 2回程度の操作で発見できることが分
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図 6.6. 試作機
かった．
指示 2 は，目的地が確定していない状況を想定した実験である．この
実験では，画面遷移数は 1 回程度であり，キーワード検索に比べても同
等以上の操作性であった．これは，レジャー施設というカテゴリから，複
数の観光スポットを発見する際に，推薦機能が有効に働いたことを示して
いる．
指示 3は，より実際の状況に近い実験であり，新たな課題を抽出するた
めのものである．ある観光スポットに赴いた後，そこから近隣の施設を探
す状況を想定した実験である．この実験では，一部の被験者の画面遷移数
が多い傾向があった．これは，JIS のピクトグラムが紛らわしく，喫茶・
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軽食施設を宿泊施設と勘違いした，あるいは宿泊施設を病院と勘違いした
ことが原因であった．
今後は，JIS改正委員会の動向 [83]に注意し，必要なピクトグラムはド
ラフト段階であっても採用していくことが望ましい．また，必要なピクト
グラムが現状なく，JIS の改正案にも含まれないことが分かった場合は，
ピクトグラムを新たに作成の上，JIS改正委員会に提案していくことも重
要である．
6.6 第 6章のまとめ
本章では，言語による情報伝達には限界があるという立場に立った上
で，言語によらない手段のみを利用した観光ポータルサイトを実現した．
本ポータルサイトは，真に言語バリアフリーな観光ポータルサイトであ
る．ポータルサイトの可用性を被験者実験によって評価し，言語によらな
い手段であっても，観光スポットの検索や経路案内が可能なことを実証し
た．また，観光スポット間の類似度の算出については，本論文で提案した
パターンマッチングの手法を応用することで，自動化できることを示し
た．しかしながら，一部のピクトグラムが紛らわしく，可用性に欠けるこ
とがあった．今後は，JIS改正委員会の動向に注意しつつ，必要不可欠な
ピクトグラムを委員会に提案していくことが重要である．
次章では，本論文のまとめと今後の研究課題について述べる．
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表 6.1. 回答結果
被験者番号 国籍 指示 1 指示 2 指示 3
被験者 1 中国 ○ ○ ○
被験者 2 日本 ○ ○ ○
被験者 3 日本 ○ ○ ○
被験者 4 中国 ○ ○ ○
被験者 5 中国 ○ ○ ○
被験者 6 イラン ○ ○ ○
被験者 7 日本 ○ ○ ○
被験者 8 日本 ○ ○ ○
被験者 9 日本 ○ ○ ○
被験者 10 日本 ○ ○ ○
被験者 11 日本 ○ ○ ○
被験者 12 日本 ○ ○ ○
被験者 13 日本 ○ ○ ○
被験者 14 日本 ○ ○ ○
被験者 15 日本 ○ ○ ○
被験者 16 日本 ○ ○ ○
被験者 17 日本 ○ ○ ○
被験者 18 中国 ○ ○ ○
被験者 19 中国 ○ ○ ○
被験者 20 ネパール ○ ○ ○
被験者 21 ドミニカ ○ ○ ○
被験者 22 中国 ○ ○ ○
被験者 23 中国 ○ ○ ○
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表 6.2. 画面遷移数
被験者番号 国籍 指示 1 指示 2 指示 3
被験者 1 中国 2 1 7
被験者 2 日本 2 1 8
被験者 3 日本 1 1 2
被験者 4 中国 2 2 3
被験者 5 中国 1 1 3
被験者 6 イラン 7 3 10
被験者 7 日本 1 1 4
被験者 8 日本 2 2 3
被験者 9 日本 2 1 5
被験者 10 日本 3 1 4
被験者 11 日本 1 1 7
被験者 12 日本 2 2 3
被験者 13 日本 2 1 6
被験者 14 日本 1 1 2
被験者 15 日本 3 2 2
被験者 16 日本 2 2 8
被験者 17 日本 2 1 7
被験者 18 中国 1 1 3
被験者 19 中国 1 1 4
被験者 20 ネパール 1 1 2
被験者 21 ドミニカ 1 1 2
被験者 22 中国 1 1 2
被験者 23 中国 2 1 1
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7.1 本論文のまとめ
本論文は，保守性，検索精度，迅速性，可用性に優れたポータルサイト
の開発に関するものであった．
近年，地方自治体の経営資源の制約から，公共サービスを含む様々な分
野のサービスを，近隣の地域間で分担補完するための連携が進められてい
る．ゆえに，地域の情報を発信するポータルサイトにおいても，自治体の
枠にとらわれない横断的なコンテンツを提供すべきである．しかしなが
ら，このようなポータルサイトは現状なく，その実現が急務であった．そ
こで，地方自治体間の連携を推進することを主な目的とした横断的なコン
テンツを提供するポータルサイトを開発した．
提案サイトは，Web クローラと情報フィルタリングを基にして構成さ
れる．Web クローラは，各地域情報が掲載されたWeb サイトを巡回し，
ポータルサイトの情報を更新するプログラムである．また，Web クロー
ラは，内部にフィルタリング機能を有している．フィルタリング機能は，
Webページの URLと，出現する単語によって，必要なWebページのみ
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を選別する機能である．これらの機能によって，特定の分野に関する情報
のみを集約した，地域横断的なポータルサイトを実現した．
さらに，地域の産業と観光業を対象とした社会実装と評価実験を行い，
提案サイトの保守性，検索精度，迅速性，可用性が，既存サイトと比べて
優れていることを定量的に示した．
以上の研究成果により，地方自治体間の連携の推進に寄与した．
7.2 今後の研究課題
今後，地方自治体間の連携をさらに推進していくためには，下記の研究
課題に取り組む必要がある．
1つ目は，検索結果の順位付けである．本論文では，適合率と再現率を
用いて検索精度を評価したが，検索結果の順位付けや評価は行っていな
かった．より実用的なポータルサイトにするためには，検索結果の順位も
考慮していく必要がある．この課題に対して，考えられる工夫は次のとお
りである．産業や観光業に関する文書では，その他の文書に比べて固有名
詞が多く出現し，かつ固有名詞が文書の特徴をよりよく表していることが
分かっている．そこで，固有名詞の索引語に重みを付け，スコアの高い文
書から順に表示すれば，より実用的なポータルサイトになる．
2 つ目は，検索精度の評価方法の再検討である．本論文では，検索に
ヒットした全ての文書を対象に，検索精度を評価した．ところが，実際の
検索システムでは，上位数十件程度の文書まではユーザがアクセスする
が，それ以降の文書はほとんどアクセスしないことが分かっている．そこ
で，上位 k個の適合率を用いて評価することで，より実用的な側面から評
価できる．
3つ目は，社会実装と評価実験の拡大である．本論文では，広域首都圏
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の公設試験研究機関向けポータルサイトと，都内の観光スポットを対象と
した観光ポータルサイトの 2つについて，社会実装および評価実験を行っ
た．これを，日本全国，さらには海外へと展開することで，よりグローバ
ルな観点から評価を行うことができる．特に，観光ポータルサイトについ
ては，言語バリアフリーであることが大きな強みであり，海外へ展開する
ことで一層強みを生かすことができる．
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